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（単位：千円）

科　目 金　額 科　目 金　額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 17,972,994 流動負債 13,060,036

現金及び預金 10,495,992 買掛金 1,097,931

受取手形 500 工事未払金 4,621,432

売掛金 157,151 完成工事未払金 773,164

完成工事未収入金 231,642 未払費用 289,003

商品 27,142 未払金 981,435

原材料 481,480 未払法人税等 622,837

貯蔵品 67,159 未成工事受入金 3,258,458

未成工事支出金 2,630,382 前受金 104,753

未成分譲事業支出金 544,813 預り金 625,775

販売用不動産 1,217,229 社員預り金 87,773

前払金 22,436 仮受金 9,716

前払費用 232,607 賞与引当金 587,760

短期貸付金 220,000

未収入金 1,631,746 固定負債 2,339,576

短期保証金 850 預り保証金 867

立替金 22,784 役員退職慰労引当金 535,570

貸倒引当金 △ 10,918 退職給付引当金 1,261,058

完成工事補償引当金 329,324

固定資産 6,078,249 資産除去債務 212,757

　有形固定資産 3,136,561

建物 1,733,137

構築物 6,989

機械装置 391,266

車両運搬具 26,765

工具器具備品 46,051

土地 723,991 負債合計 15,399,612

建設仮勘定 206,119 （純資産の部）

一括償却資産 2,242 株主資本 8,651,648

その他有形固定資産 0 資本金 93,140

　無形固定資産 100,943 資本剰余金 270,254

商標権 2,334 利益剰余金 8,288,254

ソフトウェア 88,991

電話加入権 4,390 その他の包括利益累計額 △ 15

その他無形固定資産 5,228 その他有価証券評価差額金 △ 15

　投資その他の資産 2,840,746

投資有価証券 188,311

出資金 330

長期前払費用 142,488

繰延税金資産 1,284,378

長期営業外未収入金 44,077

敷金 168,199

会員権 700

長期保証金 1,012,264 純資産合計 8,651,632

資産合計 24,051,244 負債・純資産合計 24,051,244

連　結　貸　借　対　照　表
（令和2年2月29日現在）
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連 結 注 記 表 
 

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等） 

1. 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数 ４社 

㈱アキュラホーム埼玉中央、㈱アキュラホーム東京中央、㈱アキュラホーム埼玉西 

㈱ハウスロジコム 

 

2. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は全て２月28日です。 

 

3. 会計方針に関する事項 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

(ア)有価証券 

（１） その他有価証券 

時価のあるもの：決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入 

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの：移動平均法に基づく原価法 

 

(イ)棚卸資産 

（１） 商品・原材料 

移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定） 

（２） 貯蔵品 

最終仕入原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

（３） 販売用不動産・未成工事支出金・未成分譲事業支出金 

個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定） 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(ア)有形固定資産（リース資産を除く） 

 建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構

築物については定額法、その他の有形固定資産については定率法を採用しております。 

 

(イ)無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法（ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しております。） 

 

(ウ)リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用

年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、リース取引開始日が平成

21年１月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

を採用しております。 

 

3. 引当金の計上基準 

(ア)貸倒引当金  債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

   り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

   し、回収不能見込額を計上しております。 

(イ)賞与引当金  従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のう

   ち、当連結会計年度に負担すべき額を計上しております。 

 

 

(ウ)役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく連結会計年度
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   末現在の要支給額を計上しております。 

(エ)完成工事補償引当金 完成工事に係る定期点検及び瑕疵担保の費用に備えるため、過去一 

   定期間の実績を基礎に将来の補償見込額を計上しております。 

 

4. 退職給付に係る会計処理 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ

る方法については、期間定額基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

 数理計算上の差異及び過去勤務費用は、発生した連結会計年度に一括処理しております。 

 

5. 収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

① 当連結会計年度までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

 工事進行基準（工事の進捗率の見積もりは原価比例法） 

② その他の工事 

 工事完成基準 

 

6. 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（追加情報） 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

    「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年3月28

日） 

       を当連結会計年度から適用しております。 

 

（連結貸借対照表に関する注記） 

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務 

「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」に基づき、「投資有価証券」に計上 

     している国債300,000千円を住宅瑕疵担保保証金として、東京法務局に供託しております。 

2. 有形固定資産の減価償却累計額                3,093,227千円 

3. 保証債務 

住宅ローンを利用する購入者についての金融機関に対する債務保証 

           554,805千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


